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説  明  書 
 

議案第23号 島田市特定用途制限地域内における建築物の制限に関する条例について 

合理的な土地利用を図るとともに、良好な環境の形成及び保持に資することを目的

として、特定用途制限区域内における建築物の用途に関する制限について定めるた

め、建築基準法（昭和25年法律第201号）第49条の２の規定により、新たに条例を制

定し、令和４年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第24号 島田都市計画川越し街道周辺地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例について 

適正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的として、建築物の用途及び

構造に関する制限を定めるため、建築基準法第68条の２の規定により、新たに条例を

制定し、令和４年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第25号 島田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

保健衛生業務に従事する職員に医療技術業務手当等の特殊勤務手当を支給するた

め、条例の一部を改正し、令和４年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第26号 島田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

会計年度任用職員等の非常勤職員の育児休業について、国に準じ、取得することが

できる期間、該当要件等を定めるため、条例の一部を改正し、令和４年４月１日から

施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第27号 島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律

（令和３年法律第66号）及び全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険

法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和３年政

令第253号）が令和４年４月１日から施行されることに伴い、国民健康保険税におけ

る未就学児の被保険者均等割額を減額する規定を設けるとともに、条文の整備を行う

ため、条例の一部を改正し、一部の規定を除き、公布の日から施行しようとするもの

です。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第28号 島田市地区計画等の案の作成手続に関する条例の一部を改正する条例に 

ついて 



地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の原案を住民等か

ら申し出る方法を定めるため、条例の一部を改正し、令和４年４月１日から施行しよ

うとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第29号 島田市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

島田市水道事業の水道料金について、島田市水道料金等審議会からの答申を踏ま

え、水道料金を改定するため、条例の一部を改正し、令和５年４月１日から施行しよ

うとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第30号 第２次島田市総合計画後期基本計画の策定について 

島田市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るため、令和４年度から令和７

年度までを計画期間とする第２次島田市総合計画後期基本計画を策定するもので、島

田市総合計画の策定等に関する条例（平成25年条例第42号）第６条の規定により、議

会の議決を求めるものです。 

参考は、別冊のとおりです。 

 

議案第31号 町の区域の変更について 

民間事業者の宅地造成の実施に伴い、新たな区画の形状に合わせて町の区域を変更

するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第１項の規定により、議会の

議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 
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（付記） 

図面は、既成の都市計画図等を使用しているため、現況と一部異なる場合があります。 

 

 





特定用途制限地域図 

条  例  名
島田市特定用途制限地域内における建築物の制限に関する条

例  

凡例  

特定用途制限地域

地 区 の 境 界 

初倉  
A地区

初倉  
B地区
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例規名 島田市特定用途制限地域内における建築物の制限に関する条例 

 

○附則第２項関係（島田市建築審議会条例）

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 

  省略 

(4) 

(5) 島田市特定用途制限地域内における建築物の制限に関する条例（令和４年島田

市条例第 号）第８条第１項の規定による許可に関すること。 

(6) 省略

～

－ 2 －　　
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○附則第２項関係（島田市建築審議会条例）

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 

  省略 

(4) 

(5) 省略

～

－ 3 －　　





地区計画区域図 

条  例  名
島田都市計画川越し街道周辺地区計画の区域内における建築

物の制限に関する条例  

B地区

凡例  

地 区 計 画 区 域 

地 区 の 境 界 

A地区

議案第24号 
参 考 
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例規名 島田都市計画川越し街道周辺地区計画の区域内における建築物の制限に関 

 

○附則第２項関係（島田市建築審議会条例）

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 

  省略 

(5) 

(6) 島田都市計画川越し街道周辺地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例（令和４年島田市条例第 号）第９条第１項の規定による許可に関するこ

と。 

(7) 省略

～

－ 5 －　　



（最終印刷日時：2022/01/27 午後 6 時 19 分）

- 1 -

対  照  表 
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する条例 

○附則第２項関係（島田市建築審議会条例）

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 

  省略 

(5) 

(6) 省略

～

－ 6 －　　
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新  旧  条  文 

例規名 
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     島田市職員の特殊勤務手当に関する条例  

 

 

 

（保健衛生業務に係る特殊勤務手当） 

第５条 保健衛生業務に係る特殊勤務手当は、次のとおりとする。 

(1) 省略 

(2) 看護手当 

(3) 医療技術業務手当 

(4)  

    省略 

(8)  

２ 省略 

３ 看護手当は、規則で定める職員が看護の業務に従事したときに支給する。 

 

４ 医療技術業務手当は、規則で定める職員が医療技術の業務に従事したときに支給

する。 

５  

  省略 

９  

 

別表（第８条関係） 

種類 手当の名称 単位 手当の額 

 

省略 

 

保健衛生業務に

係る特殊勤務手

当 

省略 

看護手当 業務に従事した日の属する月

１月につき 

7,000 円

（ 主 任 看

護 師 に

あ っ て

は、 9,000

円） 

医療技術業務手当 業務に従事した日の属する月

１月につき 

4,500円 

 

省略 

 

 

～ 

～ 

議案第25号 
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対  照  表 

旧   条   文 
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（保健衛生業務に係る特殊勤務手当） 

第５条 保健衛生業務に係る特殊勤務手当は、次のとおりとする。 

(1) 省略 

(2) 訪問看護ステーション看護手当 

 

(3)  

    省略 

(7)  

２ 省略 

３ 訪問看護ステーション看護手当は、訪問看護ステーションに勤務する職員が訪問

看護の業務に従事したときに支給する。 

 

 

４  

  省略 

８  

 

別表（第８条関係） 

種類 手当の名称 単位 手当の額 

 

省略 

 

保健衛生業務に

係る特殊勤務手

当 

省略 

訪 問 看 護 ス テ ー

ション看護手当 

業務に従事した日の属する月

１月につき 

7,000 円

（ 主 任 看

護 師 に

あ っ て

は、 9,000

円） 

  

 

 

 

省略 

 

 

～ 

～ 
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    島田市職員の育児休業等に関する条例 

 

 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 規則で定める非常勤職員以外の非常勤職員 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 省略 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子（育児休業

法第２条第１項に規定する子をいう。以下同じ｡)が１歳に達する日（以下この条

において「１歳到達日」という｡) 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ｡)が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれかの

日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定による育児休

業（以下この条及び次条において「地方等育児休業」という｡)をしている場合に

おいて当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該育児

休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後である場合又は当該

地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く｡) 当該子が１歳２か月に達す

る日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可

能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数をいう｡)から育児

休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和22年

法律第49号）第65条第１項又は第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子

について育児休業をした日数を合算した日数をいう｡)を差し引いた日数を経過す

る日より後の日であるときは、当該経過する日） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の

１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する

場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場

合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に任命権者を

議案第26号 
参   考 
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対  照  表 
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（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 非常勤職員のうち規則で定める職員 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 省略 
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同じくする職（以下「特定職」という｡)に引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当

するとき 当該子が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」という｡) 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

する育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非

常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の

期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務の

ために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に

達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日

（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっ

ては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当する

ときとする。 

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育児休

業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日にお

いて地方等育児休業をしている場合 

(2) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第２条の５ 省略 

 

（育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） 

第12条 育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、島田市職員の

勤務時間、休暇等に関する条例（平成17年島田市条例第27号。以下「勤務時間条

例」という｡)第４条第１項の規定の適用を受ける職員について、次に定める勤務の

形態（育児休業法第10条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除く｡)

とする。 

(1) 省略 

(2) 省略 

２ 省略 
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（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第２条の３ 省略 

 

（育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） 

第12条 育児休業法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、島田市職員の

勤務時間、休暇等に関する条例（平成17年島田市条例第27号。以下「勤務時間条

例」という｡)第４条第１項の規定の適用を受ける職員について、次に定める勤務の

形態（同項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を除く｡)とする。 

 

(1) 省略 

(2) 省略 

２ 省略 
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新  旧  条  文 

例規名               

新   条   文 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 
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13 
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    島田市国民健康保険税条例  

 

 

 

（課税額） 

第２条 省略 

２ 省略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、19万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算

定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が17万

円を超える場合においては、介護納付金課税額は、17万円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 省略 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） 

第５条 省略 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して

同一の世帯に属するものをいう。以下同じ｡)と同一の世帯に属する被保険者が属

する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特定月」という｡)以後

５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る｡)をいう。次号、第９条及び第23条第１項において同じ｡)及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定

月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る｡)をいう。第３号、第９条及

び第23条第１項において同じ｡)以外の世帯 ２万1,600円 

(2) 省略 

(3) 省略 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第７条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の1.9を乗じ

て算定する。 

 

議案第27号 
参   考 
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対  照  表 

旧   条   文 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 
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15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

 

 

 

 

 

（課税額） 

第２条 省略 

２ 省略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額、被保険者均等割額及

び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合にお

いては、後期高齢者支援金等課税額は、19万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者である世帯主（前

条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が17

万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、17万円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第３条 省略 

 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第５条 省略 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） 

第６条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して

同一の世帯に属するものをいう。以下同じ｡)と同一の世帯に属する被保険者が属

する世帯であって同日の属する月（以下この号において「特定月」という｡)以後

５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る｡)をいう。次号、第９条及び第23条において同じ｡)及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後

５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る｡)をいう。第３号、第９条及び第

23条において同じ｡)以外の世帯 ２万1,600円 

(2) 省略 

(3) 省略 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第７条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.9を乗じて算定する。 
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（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第15条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、その発生した日

の属する月から、月割をもって算定した第２条第１項の額（第23条の規定による減

額が行われた場合には、その減額後の国民健康保険税の額とする。以下この条にお

いて同じ｡)を課する。 

２ 

  省略 

８ 

 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が63万円を超える場合には、63万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第703条の５第１項に規定する

総所得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第１項に規定する給与

所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１

項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に限る｡)をいう。以下この号

において同じ｡)の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第703条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定する公的年

金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた

者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者

に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が110万円を超

える者に限る｡)をいい、給与所得を有する者を除く｡)の数の合計数（以下この条

において「給与所得者等の数」という｡)が２以上の場合にあっては、43万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金

額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について１万9,460円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

～ 

～ 
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（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第15条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、その発生した日

の属する月から、月割をもって算定した第２条第１項の額（第23条の規定による減

額が行われた場合には、同条の国民健康保険税の額とする。以下この条において同

じ｡)を課する。 

２ 

  省略 

８ 

 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が63万円を超える場合には、63万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得を有する者（前年中に法第703条の５に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和40年法律第33号）第28条第１項に規定する給与所得について

同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する

給与等の収入金額が55万円を超える者に限る｡)をいう。以下この号において同

じ｡)の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第703条の５に規定

する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついて同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者に限り、年齢65歳

以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が110万円を超える者に限る｡)を

いい、給与所得を有する者を除く｡)の数の合計数（以下この条において「給与所

得者等の数」という｡)が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯

に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項

に規定する世帯主を除く｡)１人について１万9,460円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

～ 

～ 
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  省略 

オ 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき28万5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について１万3,900円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

  省略 

オ 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき52万円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く｡) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について5,560円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

  省略 

オ 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３月

31日以前である被保険者（以下「未就学児」という｡)がある場合における当該納税

義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学児

につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る｡)は、当該被保険者均等割額

から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 
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  省略 

オ 

(2) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき28万5,000円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項

に規定する世帯主を除く｡)１人について１万3,900円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

  省略 

オ 

(3) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき52万円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者（前２号に該当する者を除く｡) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項

に規定する世帯主を除く｡)1人について5,560円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 

  省略 

(ｳ) 

ウ 

  省略 

オ 

 

 

 

 

 

 

～ 

～ 

～ 

～ 
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額とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 4,170円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 6,950円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １万1,120円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １万3,900円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,200円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 2,000円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,200円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,000円 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第23条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第703条

の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第24条の２において同じ｡)

である場合における第３条及び前条第１項の規定の適用については、第３条第１項

中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第23条の２に規定す

る特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合においては、当

該給与所得については、所得税法第28条第２項の規定によって計算した金額の100

分の30に相当する金額によるものとする。次項において同じ｡)」と、「同条第２

項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、前条第１項第１号中「総所得金額及

び」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、所得税法第28

条第２項の規定によって計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとす

る。次号及び第３号において同じ｡)及び」とする。 

 

附 則 

１ 

  省略 

７ 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

８ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上の者に係るものに

限る｡)の控除を受けた場合における第23条第１項の規定の適用については、同条中

「法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法

第703条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公的

年金等に係る所得については、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から

～ 
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（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第23条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第703条

の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第24条の２において同じ｡)

である場合における第３条及び前条の規定の適用については、第３条第１項中「規

定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第23条の２に規定する特例

対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与

所得については、所得税法第28条第２項の規定によって計算した金額の100分の30

に相当する金額によるものとする。次項において同じ｡)」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第314条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額」とあるのは「総

所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれて

いる場合においては、当該給与所得については、所得税法第28条第２項の規定に

よって計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及び第３

号において同じ｡)」とする。 

 

附 則 

１ 

  省略 

７ 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

８ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上の者に係るものに

限る｡)の控除を受けた場合における第23条の規定の適用については、同条中「法第

703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第703条の５に

規定する総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第２項第１号の規定によって計算した金額から15万円を控除した金額

～ 
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15万円を控除した金額によるものとする｡)及び山林所得金額」と、「110万円」と

あるのは「125万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における第３条、第７条、

第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３条、第７条、第10条

及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の

合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項

に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の

４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、

第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定に該当する

場合には、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得の

金額から控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所

得の金額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額

の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第23条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

（短期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

11 省略 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における

第３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第

５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの

は「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

－ 23 －　　
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によるものとする｡)及び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」と

する。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の２第５項の配当所得等を有する場合における第３条、第７条、

第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第

23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の

２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第４項の譲渡所得を有する場合における第３条、第７条、第10条

及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額

から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１

項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条

第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得の金額か

ら控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金

額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計

額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額

（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第23条中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額」とする。 

（短期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

11 省略 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における

第３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

－ 24 －　　
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の金額」とする。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の

２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４

第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とす

る。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第７条、第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314

条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第12条第

５項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に

係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項中

－ 25 －　　



  

- 6 - 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

る。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２の２

第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得の金額」と、第23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」と、第23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第７条、第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第

23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第33条の

３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和37年法律第144号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第12条第

５項に規定する特例適用利子等又は同法第16条第２項に規定する特例適用利子等に

係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用については、第３条第１項中「山林

－ 26 －　　
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「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年

法律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項において準用す

る場合を含む｡)に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第23条第１項にお

いて「特例適用利子等の額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額

の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は特例適用利子等の額」と、第23条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第12条第６項に規定する特例適用配

当等又は同法第16条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第３項において

準用する場合を含む｡)に規定する特例適用配当等の額（以下この条及び第23条第１

項において「特例適用配当等の額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等

の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第23条第１項中「山林所得金額」とある

のは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という｡)第３条の２の２

第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び第23条第１項の規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という｡)第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額か

ら法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適

用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条

約適用利子等の額」と、第23条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用

－ 27 －　　
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所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法律第

144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項において準用する場合

を含む｡)に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第23条において「特例適

用利子等の額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」と、「山林所得金額

の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第23条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第12条第６項に規定する特例適用配

当等又は同法第16条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは

「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第３項において準用

する場合を含む｡)に規定する特例適用配当等の額（以下この条及び第23条において

「特例適用配当等の額」という｡)の合計額から法第314条の２第２項」と、「山林

所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は特例適用配当等の額」と、第23条中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金

額並びに特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という｡)第３条の２の２

第10項に規定する条約適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び第23条の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例

法」という｡)第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法

第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利

子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適

用利子等の額」と、第23条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の

－ 28 －　　
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利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び

第23条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以

下「租税条約等実施特例法」という｡)第３条の２の２第12項に規定する条約適用配

当等の額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第

12項に規定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の

２第12項に規定する条約適用配当等の額」と、第23条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第

12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 
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額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第７条、第10条及び

第23条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という｡)第３条の２の２第12項に規定する条約適用配当等の

額の合計額から法第314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規

定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項

に規定する条約適用配当等の額」と、第23条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定する

条約適用配当等の額」とする。 
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     島田市地区計画等の案の作成手続に関する条例  

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という｡)第16

条第２項及び第３項の規定に基づき、地区計画等の案の内容となるべき事項（以下

「地区計画等の原案」という｡)の提示方法及び意見の提出方法並びに地区計画等に

関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の原案を申し出る方法に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（地区計画等の原案の提示方法） 

第２条 市長は、地区計画等の案を作成しようとする場合においては、あらかじめ、

次に掲げる事項を公告し、当該地区計画等の原案を当該公告の日の翌日から起算し

て２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

(1) 地区計画等の原案のうち、種類、名称、位置及び区域 

(2) 省略 

 

（地区計画等の原案に対する意見の提出方法） 

第４条 省略 

（地区計画等に関する申出の方法） 

第５条 法第16条第３項に規定する者は、１人で、又は数人共同して、地区計画等に

関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の原案を市長に申し出ることが

できる。 

２ 前項の規定による申出は、次に掲げるところに従って、規則で定めるところによ

り行うものとする。 

(1) 当該申出に係る地区計画等の内容が、法第13条その他の法令の規定に基づく地

区計画等に関する基準に適合するものであること。 

(2) 当該申出に係る地区計画等の対象となる土地（国又は地方公共団体の所有して

いる土地で公共施設の用に供されているものを除く。以下同じ｡)の区域内の土地

の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権

（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。以下

「借地権」という｡)を有する者の３分の２以上の同意（同意した者が所有するそ

の区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっているその区域

内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となってい

る土地の総地積との合計の３分の２以上となる場合に限る｡)を得ていること。 

３ 第１項の規定にかかわらず、同項の規定による申出の対象となる区域について、

第２条の規定による公告が行われているときは、当該公告の日から法第20条第１項

（法第21条第２項において準用する場合を含む｡)の規定による告示の日までの間

は、第１項の規定による申出を行うことができない。 

議案第28号 
参   考 
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（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という｡)第16

条第２項の規定に基づき、地区計画等の案の内容となるべき事項（以下「地区計画

等の原案」という｡)の提示方法及び意見の提出方法を定めるものとする。 

 

 

（地区計画等の原案の提示方法） 

第２条 市長は、地区計画等の案を作成しようとする場合においては、あらかじめ、

次に掲げる事項を公告し、当該地区計画等の原案を当該公告の日の翌日から起算し

て２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

(1) 地区計画等の原案の内容のうち、種類、名称、位置及び区域 

(2) 省略 

 

（地区計画等の原案に対する意見の提出方法） 

第４条 省略 
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（申出に対する措置） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申出があったときは、遅滞なく、当該地区

計画等の案の作成の必要性について検討し、その結果を当該申出をしたものに通知

するものとする。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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     島田市水道事業給水条例  

 

 

 

（加入分担金） 

第12条 省略 

２ 分担金の額は、次の区分による。 

水道メーターの口径 分担金の額 

 

省略 

 

100ミリメートル 788,150円 

省略 

３ 省略 

４ 省略 

 

（料金） 

第31条 料金は、１月につき、別表に定める基本料金と従量料金を合算した額（その

額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 
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（加入分担金） 

第12条 省略 

２ 分担金の額は、次の区分による。 

水道メーターの口径 分担金の額 

 

省略 

 

100ミリメートル 788,150円 

125ミリメートル 1,228,150円 

省略 

３ 省略 

４ 省略 

 

（料金） 

第31条 料金は、１月につき、次の表に定める基本料金と従量料金を合算した額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

(1) 基本料金 

種別 メーターの口径 金額 

普通給水 

臨時給水 

浴場営業用給水 

13ミリメートル以上 

25ミリメートル以下 
1,100円 

30ミリメートル 1,320円 

40ミリメートル 1,760円 

50ミリメートル 2,200円 

75ミリメートル 3,300円 

100ミリメートル 4,400円 

125ミリメートル 5,500円 

150ミリメートル 6,600円 

(2) 従量料金 

種別 メーターの口径 

金額（１立方メートルにつき） 

10立方メートルま

で 

10立方メートルを

超える分 
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別表（第31条関係） 

１ 基本料金 

種別 メーターの口径 金額 

普通給水 

臨時給水 

浴場営業用給水 

13ミリメートル及び20ミリメートル 1,045円 

25ミリメートル 1,155円 

30ミリメートル 1,540円 

40ミリメートル 2,035円 

50ミリメートル 3,245円 

75ミリメートル 5,500円 

100ミリメートル 8,580円 

150ミリメートル 18,700円 

２ 従量料金 

種別 
金額（１立方メートルにつき） 

10立方メートルまで 10立方メートルを超える分 

普通給水 

臨時給水 

22円 143円 

浴場営業用給水 22円 47.3円 
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普通給水 

臨時給水 

13ミリメートル以上 

25ミリメートル以下 
15.73円 128.81円 

30ミリメートル以上

150ミリメートル以

下 

15.73円 141.13円 

浴場営業用給水 15.73円 47.30円 
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位置図（町の区域の変更） 

若松町に編入する区域 

向島町に編入する区域 

向島町公園 

議案第31号 
参 考 

若松町

向島町
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位置図（宅地造成後のイメージ図） 

向島町 

若松町 

メイン道路

転回広場 
公園 

向島町公園 

緑地 

旧境界 

新境界 
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